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今回開催 【令和７年５月７日】第１２回水防災協議会
・出水期前の体制確認について
・取組方針のフォローアップについて

今後のスケジュールについて

【令和８年３月頃予定】第１２回水防災協議会幹事会

取組方針のフォローアップ調査

【令和８年５月頃予定】第１３回水防災協議会

令和７年度水防災協議会（４圏域合同）連絡調整会議
・第１回：令和７年１１月頃予定※
・第２回：令和８年１月頃予定※
※必要に応じて開催
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豊川圏域水防災協議会規約 

 

（名称） 

第１条 本会の名称は、豊川圏域水防災協議会（以下「協議会」という。）という。

なお、協議会は、水防法（昭和 24 年法律第 193 号）第 15 条の 10 に基づく

都道府県大規模氾濫減災協議会とする。 

 

（目的） 

第２条 全国的に現状の河川の能力を超える大規模な水害が頻発していることか

ら、社会全体で洪水に備える「水防災意識社会」を再構築する取組が進めら

れている。なかでも県などが管理する中小河川においては、国の管理河川ほ

ど整備水準が高くないことや、集中豪雨等により急速に水位上昇する場合が

あるなど、大河川とは異なる特性への対応が求められている。 

本協議会は、豊川圏域における愛知県管理河川において、河川整備を着実

に進めるとともに、「逃げ遅れゼロ」、「社会経済被害の最小化」を目指し、

愛知県、圏域内市町、水防管理団体、名古屋地方気象台等が、減災への目標

を共有し、社会全体で洪水に備える「水防災意識社会」を再構築することを

目的とする。 

 

（協議会の対象河川） 

第３条 協議会の対象河川は、別表－１のとおりとする。 

 

（協議会の実施事項） 

第４条 協議会において協議する事項は、次のとおりとする。 

１） 洪水などの水害リスク情報と現状の減災に係る取組状況等の共有 

２） 円滑かつ迅速な避難、的確な水防活動を実現するために各構成員が取り

組む事項をまとめた「地域の取組方針」の作成 

３） 「地域の取組方針」にもとづく対策の実施状況のフォローアップ 

 

（協議会の構成） 

第５条 協議会は、別表―２の職にある者をもって構成する。 

  ２ 協議会の運営、進行及び招集は会長が行う。 

  ３ 協議会は、第１項によるもののほか、協議会構成員の同意を得て、必要に

応じて別表―２の職にある者以外の者（学識経験者等）の参加を求めるこ

とができる。 

  ４ 会長は、会長代行を指名することができる。 
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（幹事会の構成） 

第６条 協議会の円滑な運営を行うため、協議会に幹事会を置く。 

  ２ 幹事会の構成は、別表－３の職にある者をもって構成する。 

  ３ 幹事会の運営、進行及び招集は幹事長が行う。 

  ４ 幹事会は、第２項によるもののほか、幹事会構成員の同意を得て、必要に

応じて別表―３の職にある者以外の者（学識経験者等）の参加を求めるこ

とができる。 

 

（分科会の設置） 

第７条 「協議会の実施事項」の内、特定の協議会会員で検討する事項が生じた場

合は、分科会を設置することができる。 

２ 分科会は、検討事項に応じて関係する幹事で構成する。 

３ 分科会は、幹事長が指名する者が主宰する。 

 

（会議の公開） 

第８条 協議会は、原則として公開とする。ただし、内容によっては、協議会に諮

り、非公開とすることができる。 

  ２ 幹事会及び分科会は、原則非公開とする。 

 

（協議会資料等の公表） 

第９条 会議資料等については、原則として事務局より公表する。ただし、個人の

プライバシーに関わる場合などは、その一部又は全部を非公表とする。 

 

（事務局） 

第 10 条 協議会の庶務を行うため、事務局を置く。 

  ２ 事務局は、愛知県建設局河川課、東三河建設事務所河川港湾整備課、新城

設楽建設事務所河川整備課が務める。 

 

（雑則） 

第 11 条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項について

は、協議会で定めるものとする。 

 

（附則） 

    本規約は、平成２９年 ２月１３日から実施する。 

    本規約は、平成２９年 ５月２２日から実施する。 

    本規約は、平成２９年１１月２日から実施する。 

    本規約は、令和元年 ５月 ９日から実施する。 

    本規約は、令和３年 １月２８日から実施する。 



-3- 

 

本規約は、令和３年 ５月２８日から実施する。 

本規約は、令和４年 ６月３０日から実施する。 

本規約は、令和５年 ４月２８日から実施する。 

本規約は、令和６年 ５月 ７日から実施する。 

本規約は、令和７年 ５月  日から実施する。 
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別表―１ 協議会の対象河川 

 

 

 

  

対象河川数：８４河川 

凡例 ○：水位周知河川 

水系名 水系名 水系名

大千瀬川 亀淵川 (二)境川 境川

大入川 海老川 梅田川 ○

古真立川 巴川 内張川

間黒川 島田川 西ノ川

小田川 当貝津川 浜田川

坂宇場川 栗島川 坪口川

東薗目川 田町川 落合川

御殿川 大島川 精進川

鴨山川 巴川 境川

河内川 菅沼川 半尻川

漆島川 黒瀬川 柳生川 ○

豊川 中川 殿田川

朝倉川 名倉川 山中川

内山川 黒田川 佐奈川 ○

神田川 (二)池尻川 池尻川 帯川

三輪川 (二)精進川 精進川 音羽川 ○

嵩山川 (二)天白川 天白川 白川

善光寺川 (二)免々田川 免々田川 西古瀬川

江川 (二)新堀川 新堀川 安藤川

古川 (二)今堀川 今堀川 山陰川

馬越川 (二)今池川 今池川 (二)御津川 御津川

間川 汐川 (二)紫川 紫川

安川 清谷川 西田川

境川 庄司川 力川

宇利川 宮川 (二)落合川 落合川

野田川 青津川 (二)拾石川 拾石川

大入川 大日川

宇連川 (二)蜆川 蜆川

黄柳川 (二)紙田川 紙田川

(二)音羽川

(二)汐川

(二)西田川

河　川　名 河　川　名 河　川　名

(一)天竜川

(一)豊川

(二)梅田川

(一)矢作川
(二)柳生川

(一)豊川

(二)佐奈川
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別表―２ 豊川圏域水防災協議会 会員 

構成機関・役職 

会長 愛知県 建設局 局長 

副会長 愛知県 防災安全局 局長 

会員 豊橋市 市長 

会員 豊川市 市長 

会員 蒲郡市 市長 

会員 新城市 市長 

会員 田原市 市長 

会員 設楽町 町長 

会員 東栄町 町長 

会員 豊根村 村長 

会員 愛知県 建設局 治水防災対策監 

会員 愛知県 東三河建設事務所 所長 

会員 愛知県 新城設楽建設事務所 所長 

会員 気象庁 名古屋地方気象台 台長 

会員 独立行政法人 水資源機構 豊川用水総合管理所 所長 

オブザーバー 国土交通省 中部地方整備局 豊橋河川事務所 所長 
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別表―３ 豊川圏域水防災協議会幹事 

 構成機関・役職 

幹事長 愛知県 建設局 河川課長 ※（担当課長） 

副幹事長 愛知県 防災安全局 防災部 災害対策課長  

 （防災担当） （治水担当） 

幹事 豊橋市 危機管理統括部長 建設部長 

幹事 豊川市 危機管理監 建設部長 

幹事 蒲郡市 危機管理監 建設部長 

幹事 新城市 総務部長 建設部長 

幹事 田原市 防災局長 都市建設部長 

幹事 設楽町 総務課長 建設課長 

幹事 東栄町 総務課長 建設課長 

幹事 豊根村 総務課長 産業課長 

幹事 愛知県 東三河建設事務所 河川港湾整備課長 

幹事 愛知県 新城設楽建設事務所 河川整備課長 

幹事 愛知県 東三河総局 県民環境部 防災安全課長 

幹事 愛知県 東三河総局 新城設楽振興事務所 県民防災安全課長 

幹事 名古屋地方気象台 防災管理官 

幹事 独立行政法人 水資源機構 豊川用水総合管理所 管理課長 

オブザーバー 国土交通省 中部地方整備局 豊橋河川事務所 流域治水課長 

※幹事長が不在の場合は（  ）の者が幹事会の運営、進行を行う。 

 



参考資料

ケーブルテレビ会社と協働した河川防災情報の発信



【概要】
・住民等に対し、わかりやすい洪水情報の提供のため、地元ケーブルテレビ（スターキャット・ケーブルネットワーク
株式会社）と協働し、水防災に関する情報提供の動画を作成した。

・従来とは異なる媒体での情報提供であり、防災に関心の薄い層へのアプローチが期待される。
【制作会社名】
・スターキャット株式会社

【協働内容】
・シナリオ作成、写真等提供、職員出演

【媒体（公開日）】
・テレビ放送 （令和６年10月24日 ～）
・ You tubeチャンネル （令和６年10月26日～）

【放送エリア】
・名古屋市（緑区、守山区除く）、江南市、岩倉市、北名古屋市、清須市の一部

【今後の予定】
・出前講座など防災教育への活用、河川課ウエブサイトへの掲載 等
・引き続き、水防災の取り組みについて制作を予定

ケーブルテレビ会社と協働した河川防災情報の発信ケーブルテレビ会社と協働した河川防災情報の発信

〇平時からの住民等への情報伝達を強化するため、地域に密着するケーブルテレビが持つ既存コンテンツを活用
した防災情報の発信に取り組むことにより、適切な避難行動の促進を図る。

初回のテーマは「ハザードマップの見方 初級編」 「マップあいち」の紹介

河川課職員が出演

番組タイトル

YouTube「インスタント防災」


